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本日の話の概要

• 格差の拡大は世界的な問題。わが国でも、高齢化、AIの発達などで今後格差はますます深刻になる。政府税制
調査会も与党税制改正大綱も所得再分配強化をうたっているが、本格的な格差是正政策はとられていない。

• その理由は、公式統計ではここ数年、当初所得ベースでも再分配後でも格差は縮小（これまでの当初所得ベー
スでの格差拡大は高齢化）していること、他の先進国と比べて格差が小さいことにある。

• それにもかかわらず国内には格差拡大の声がある。さらなる問題は、教育環境などを通じ、格差が世代を超え
て固定化すること。階層社会。アネクドータルに「上級国民」

• 背景としては、相対的貧困率の上昇、世代間の大きな格差などがある。

• そこで家計調査から所得・資産分布を計算すると、アベノミクス期にトリクルダウンは生ぜず、所得・資産と
もに中間層の2分化が進んだことがわかる。

• わが国の再分配は、税制より社会保障で行われる比率が高い。とりわけ勤労世代から社会保険料を徴収しそれ
を高齢世代の支給に回す年金等の社会保険制度（賦課制度）で再分配が行われている。それは、高所得・低所
得を含む全勤労者の負担で、高所得・低所得高齢者へ給付するという流れで、「高所得から低所得へ」という
適切な再分配を妨げている。そこへメスを入れることが今後の政策課題。

• 税制では、（高齢者に偏る）金融所得課税、年金課税、給与所得課税の見直しによる所得税の充実が必要。

• またわが国で独自に進化した相続税も充実させていく余地がある。

• 税制だけでは格差是正は不十分で、税と社会保障を一体的に見直す必要がある。消費税率を引上げ、その財源
でフリーランスを含む中低所得勤労者を支援する「給付付き税額控除制度」を創設することが必要。

• そのためには、デジタルを活用したリアルタイム情報制度を導入することが必要。 2



出典：厚生労働省国民生活基礎調査
3



4



年齢階級別格差(総所得のジニ係数）の推移
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出典：北尾早霧・山田知明「日本における格差の多面的分析：
1984～2014年の労働所得・総所得・資産分布」経済産業研究所
(2019)Table 21~24 より作成。

（注１）元データは、全国消費実態調査。世帯単位の所得。
（注２）「総所得」には、課税前の労働所得、事業所得、金融所
得のほか、移転所得（公的年金や家族間の贈与）が含まれる。
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相対的貧困率
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(出所）国民生活基礎調査(2019)より作成
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出典：総務省統計局「家計調査」より
一橋大学小塩教授作成

所得分布の変化



貯蓄分布の変化
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具体的な見直し

1）金融所得税制

金融所得は分離して一律20％（国税15%、地方税５％）で課税。申告所得1億円でピークを付けるバフェッ
ト・カーブで、所得再分配機能を弱めている。税率を一律5-10％引き上げる場合、中低所得者には勤労所得
以上の増税になるので、何らかの対応が必要。例えばNISAを拡充して中低所得者の金融所得非課税部分を厚
くする、一定の金融所得以上の者だけ割増課税(2段階課税)するなどが考えられる。

2）年金税制

わが国の年金税制は諸外国と比べて緩く（積立時・非課税、給付時・所得控除）、世代間の公平性をゆがめて
いる。

・勤労所得のある年金受給者は、公的年金等控除と給与所得控除のダブル適用（経費控除の二重取り）

・対象年金の範囲が公的年金に加え3階建ての企業年金(厚生年金基金等)にも適用。

3）給与所得控除の上限引下げ

給与所得控除は、給与所得者の経費の概算控除であるが、年収850万円で195万円の控除となるなど諸外国と
比較して高水準。（米国の概算控除は140万円、フランスは85万円）

4）相続税の強化。富裕税は資産評価など課題が多い

5）フリーランス・ギグ・エコノミーの拡大への対応。フリーランスの税制は給与所得者に比べて不利。

マイナンバーを活用し、預貯金口座にも付番し、公平な税制の構築を。
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（備考）各年分の国税庁「申告所得税標本調査（税務統計から見た申告所得税の実態）」より作成。
（注） 所得金額があっても申告納税額のない者（例えば還付申告書を提出した者）は含まれていない。

また、源泉分離課税の利子所得、申告不要を選択した配当所得及び源泉徴収口座で処理された株式等譲渡所得で申告不要を選択したものも含まれていない。

（合計所得金額：円）

○ 高所得者層ほど所得に占める株式等の譲渡所得の割合が高いことや、金融所得の多くは分離課税の対象になってい
ること等により、高所得者層で所得税の負担率は低下。

○ 平成25年度改正において、上場株式等の譲渡所得等に対する10％（所得税：７％、住民税：３％）の軽減税率は平成25
年12月31日をもって廃止され、平成26年１月１日以後は20％（所得税：15％、住民税：５％）の税率が適用されている。

申告納税者の所得税負担率

税率引上げ前
（平成25年分）

直近
（令和元年分）
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相続税

• わが国の相続税は、先進諸国と異なり、資産格差是正だけでなく、高齢化に伴う介護費用などの社
会化を死亡時に清算するという考え方として独自に進化した。

• 2015年に大幅に拡充し、死亡者100人に8件の相続税が課税されている。この検証をしながらさら
なる拡充を。
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給与所得と事業所得の相違

• 給与所得は、源泉徴収、年末調整、給与所得控除という経費の概算控除がセットとなっており、年
末調整の結果多くの給与所得者は税務署に申告をすることが不要とされている。

• 事業所得は、経費の概算控除、源泉徴収制度はなく、自ら申告をする義務を負い、予定納税制度が
導入されている。ただし、税理士、弁護士、司法書士などに支払う報酬に対しては、源泉徴収制度
が導入されている。

• フリーランス、ギグ・ワーカーなどは事業所得者だが、雇用的自営と呼ばれ、働き方は給与所得者
と変わらない。双方の負担のバランスをとる税制の見直しが必要。
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夫婦子2人世帯
24,820ドルから逓減

既婚子なし世帯
21,370ドルで消失

夫婦子１人世帯
46,884ドルで消失
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米国の給付付き税額控除

https://files.taxfoundation.org/20190916172059/2TF_FF654_figure_1.png

